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本書は，2018 年に大平正芳記念賞を受賞し

た“Dilemmas of a Trading Nations: Japan and

the United States in the Evolving Asia-Pacific

Oder”（Brookings Institution Press, 2017）を

日本語訳したものである。著者のソリース氏

は，米国ブルッキングス研究所で日本研究チェ

アと東アジア政策研究センター所長を兼任し，

日本の対外政策，貿易政策，アジア太平洋経済

統合などを専門とする米国を代表する日米関係

研究者の一人である。

近年，日本が TPP や日 EU 経済連携協定の

ようなメガ FTA を締結したのに対し，米国は

TPP から離脱し保護主義的な動きを示してい

る。本書は，こうした複雑な貿易政策をめぐる

対外政策決定の選好がいかにして構築されたの

かを考察するために，独自の仮説と分析枠組み

を提示し，理論的かつ実証的な分析を通じて重

厚な議論を展開している。本書が興味深い点

は，貿易政策をめぐる「競争力と指導力」，「社

会的正当性」，「政治的実行可能性」という 3 つ

の目標の重要性を論じた上で，国家が志向する

それぞれの目標を追求する過程のなかで「決断

力と包摂性」あるいは「補助金と改革」という

2 つのジレンマが表出することを指摘している

点にある。本書では，この分析枠組みを用い

て，日米の貿易政策の変化を考察している。

本書の前半では，米国において貿易協定がし

ばしば懐疑論者などによって批判がなされてい

ることについて，筆者はこれら批判の根拠が乏

しく，正当性を帯びてないということを論理的

に反証している。他方で，これら批判が的を射

てない中で TPP が批准されなかった背景には，

TPP交渉の中身が国民に公開されないなかで

妥結したことによる「包摂性」の欠如，さらに，

自由化によって不利益を被る人々を救済するた

めの「補助金」が実質的に機能不全に陥ったこ

とが要因であったと論じる。まさに米国が 2 つ

のジレンマに苦しんだ結果であったといえる。

本書の後半では，日本の貿易政策が能動的な

姿勢から積極的な姿勢に転換した背景を分析し

ている。筆者は，日本が積極的姿勢へと転換し

た要因を，政権の意向が強く反映する交渉体制

を構築したことにより「決断力」が発揮しやす

い土壌が醸成されたこと，また TPP のメリッ

トが効果的に情報共有されたことにより「包摂

性」が担保できたからであると論じている。他

方で，貿易自由化を通じて不利益を被る農業セ

クターのような産業に対しての補助金が，結果

として同セクターの構造改革を遅らせる原因に

なっていることを，「補助金と改革」のジレン

マの枠組みを通じて説明している。

本書の結論において，筆者は，日米両国が 2

つのジレンマに効果的な対応をするためには，

国内の観点では人的資本への投資，国際的な観

点では多国間貿易体制で指導力を発揮するため

に TPP に対する投資が重要であると論じる。

本書を通して日米の貿易自由化をめぐる選好を

考察しているが，筆者が示した明快な分析枠組

は，今後の各国における貿易政策の対外政策決

定を分析するうえで非常に重要な視座を提供し

ている。 （みうら ひでゆき）

貿易国家のジレンマ
：日本･アメリカとアジア太平洋秩序の構築
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